
【第１４回】

2026年9月1日に、当事務所主催 独占禁止法プラクティス・

グループ［独禁法セミナー 第１４回］を開催いたしました。

テーマ：押さえておきたい最新の独禁法・取適法等運用のトレンド

講師：南部 利之

（元公正取引委員会事務総局審査局長、当事務所アドバイザー

独占禁止法プラクティス・グループ・アドバイザー）

向 宣明

（当事務所パートナー弁護士、

独占禁止法プラクティス・グループ・リーダー）



丸ビルカンファレンス（Ｒｏｏｍ４）

２０２６年（令和８年）９月１日 (火)１４：００～

桃尾・松尾・難波法律事務所

アドバイザー 南部 利之

桃尾・松尾・難波法律事務所主催
独占禁⽌法プラクティス・グループ［独禁法セミナー第14回］

押さえておきたい最新の独禁法・取適法等運用のトレ
ンド
～令和７年度の公正取引委員会による独禁法・取適法・フリーランス法の
運用状況の公表資料等を踏まえて～
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１．「令和７年度における独占禁止法違反事件の処理状況について」
（令和８年６月８日）などを踏まえて

２．「令和７年度における取適法の運用状況及び中小事業者等の取
引適正化に向けた取組」（令和８年６月１０日）などを踏まえて

３．「令和７年度におけるフリーランス・事業者間取引適正化等法第２
章の運用状況及びフリーランスに係る取引の適正化に向けた取組」
（令和８年６月１０日）などを踏まえて

４． 「独占禁止法に関する相談事例集（令和７年度）」（令和８年６月
１７日）などを踏まえて

５. 「令和７年度における企業結合関係届出等の状況及び主要な企業
結合事例について」（令和８年６月２４日）などを踏まえて



１．「令和７年度における独占禁止法違反事
件の処理状況について」（令和８年６月８日）
などを踏まえて
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事件端緒の状況

申告件数の推移

（参考）課徴金減免制度と調査協力減算制度

課徴金減免申請件数の推移

課徴金減免制度の適用状況

調査協力減算制度の適用状況
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注 意 （ 非 公 表 ） ５ ３ 件
打 切 り ４ 件
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価格カルテル・入札談合事案への排除措置命令・課徴金納付命令（９件）
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不公正な取引方法事案への排除措置命令（２件）
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確約手続による処理（４件）
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（担当）九州事務所第二審査課、審査局第五審査
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（担当）審査局第三審査上席
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警告公表による処理（９件）

概要違反被疑行為」件名

ホテルの運営事業者１５社がそれぞれ運営する各ホテルは、相互に、毎月の客室稼働率、客室平均単価、

販売可能な客室１室当たりの収益、将来の予約状況、将来の客室単価の設定方針等の情報を交換してい

た。

価格カルテルホテルの運営事業者に対する件
（令和７年５月８日警告）

長野県石油商業組合北信支部（以下「北信支部」という。）の非支部員３名は、継続的に、北信支部の支部

員から特定揮発油の販売価格の改定額及び改定時期の情報を入手し、その情報を踏まえて、それぞれが

販売する特定揮発油の販売価格の改定額及び改定時期を決定していた疑いがある。

価格カルテル長野県石油商業組合北信支部の
非支部員に対する件
（令和７年１１月２６日警告）

新明電材株式会社は、納入業者に対して、

⑴感謝セール協賛の名目で、毎年６月頃、代表取締役名の要請文書を送付することにより、自己のために

金銭を提供させていた

⑵協力会費の名目で、自己のために金銭を提供させていた

との事実が認められた。

優越的地位の濫用新明電材株式会社に対する件
（令和７年９月２５日警告）

株式会社デリシアは、納入業者に対して、自社の店舗の新規開店、改装開店又は売場変更に際し、商品

の陳列等の作業を行わせるため、派遣のために通常必要な費用を自己が負担することなく、自己のために

当該納入業者の従業員等を派遣させていた、との事実が認められた。

優越的地位の濫用株式会社デリシアに対する件
（令和８年２月２６日警告）

株式会社かましんは、納入業者に対して、

⑴自社の店舗の新規開店又は改装開店に際し、当該店舗の利益を確保するため、あらかじめ算出根拠等

を明確にすることなく、「オープン協賛」と称して、当該店舗の初回に納入する商品の全てについて、通常納

入価格から半額又は全額を値下げした価格で納入させることにより、当該価格と通常納入価格との差額に

相当する経済上の利益を提供させていた

⑵自社の店舗の新規開店、改装開店、棚替え又はおせち商品の販売に際し、商品の陳列等の作業を行

わせるため、あらかじめ当該納入業者との間でその従業員等の派遣の条件について合意することなく、か

つ、派遣のために通常必要な費用を自己が負担することなく、自己のために当該納入業者の従業員等を

派遣させていた

との事実が認められた。

優越的地位の濫用株式会社かましんに対する件
（令和８年３月５日警告）

（担当）審査局優越タスク

（担当）審査局優越タスク

（担当）審査局優越タスク
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警告公表による処理（９件）

概要違反被疑行為件名

株式会社ザグザグは、納入業者に対して、自社の店舗の新規開店又は改装開店に際し、商品の陳列等

の作業を行わせるため、派遣のために通常必要な費用を自己が負担することなく、自己のために当該納入業

者の従業員等を派遣させていた、との事実が認められた。

優越的地位の濫用株式会社ザグザグに対する件
（令和８年３月１２日警告）

トヨタモビリティ東京株式会社は、トヨタ自動車製の自動車である「アルファード」等の特定トヨタ車の新車の購

入希望者に対し、不当に、特定トヨタ車の販売に併せて

⑴トヨタモビリティ東京が販売するボディコーティングの購入

⑵トヨタモビリティ東京が販売するメンテナンスパックの購入

⑶トヨタモビリティ東京が指定するトヨタファイナンス株式会社とのクレジット契約の締結

⑷トヨタモビリティ東京による購入希望者からの自動車の下取り

をさせていた疑いがある。

抱き合わせ販売等トヨタモビリティ東京株式会社に
対する件
（令和７年４月１０日警告）

村上商事株式会社は、京都府福知山市に所在する給油所において、令和７年７月１日から同年８月３１日まで

のうちの一定期間、レギュラーガソリンについて、その供給に要する費用を著しく下回る対価で継続して供給し、

当該給油所の周辺地域に所在する他のレギュラーガソリンの販売業者の事業活動を困難にさせるおそれを生

じさせた疑いがある。

不当廉売村上商事株式会社に対する件
（令和８年２月１９日警告）

日本野球機構は、自らが主催する令和６年のプロ野球日本シリーズの第３戦の試合に係るテレビ放送権につ

いて、代理店を介して日本野球機構から許諾を受けていた特定テレビ放送事業者が、他のテレビ放送事業者

による日本シリーズの他の試合のテレビ放送と重複する時間帯に、メジャーリーグ・ベースボールの試合をテレ

ビ放送することに対して、次の行為を行っていたことが認められた。

⑴特定テレビ放送事業者から、日本シリーズの試合が行われる球場内における日本シリーズの取材活動のた

めの許可証を回収し、また、特定テレビ放送事業者に他の試合等の許可証を発行しないことにより、令和６年

１０月２６日から同年１１月１０日までの期間において日本シリーズの試合を含め日本野球機構が主催する試

合等について特定テレビ放送事業者の取材活動を制限していたこと

⑵日本シリーズの第３戦の試合に係るテレビ放送権の許諾先を、特定テレビ放送事業者から他のテレビ放送

事業者に変更するべく利害関係者と調整していたこと

競争者に対する取
引妨害

一般社団法人日本野球機構に
対する件
（令和７年６月１１日警告）

（担当）中国支所審査課、審査局
優越タスク
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（担当）中国支所審査課、審査局優越タスク
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（令和７年１２月９日公表）
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優越的地位濫用事案への対応及び「優越タスクフォース」の取組状況

公取委は、取引部内に「優越的地位濫用未然防止対策調査室」を設置し、優越的地位濫用に関する書面調査等に基づいて事業者に対して注意喚起を行うなど

未然防止の対策（アドボカシー）を強化している、との背景の下、

「優越タスクフォースでは、以前は、違反行為の芽を早期に摘むことを目的として「注意」を行い、事業者に対して改善に向けた取組を早期に促すという取組が多か

ったが、最近は、悪質な事案については「注意」ではなく、より重い「警告」という措置をしっかり採ることにより、我々が問題と考えていることを広く伝えて他の事業者

にも理解してもらい、問題となる行為を事業者自ら正してもらうことが、効率的かつ効果的な対処として重要であると考えている。地方も含め、しっかりと目を光らせ

て情報収集を行い、問題となる行為があれば適切に対処してまいりたい。」（令和８年７月「第２３３回独占禁止懇話会議事概要」）とのスタンスに変更。



25

不当廉売への取組状況



（1）取適法の運用状況

26

２．「令和７年度における取適法の運用状況
及び中小事業者等の取引適正化に向けた取
組」（令和８年６月１０日）などを踏まえて
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取適法（令和８年１月施行）の概要
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取適法に係る相談件数の推移
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取適法事案の新規着手の状況
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（注１） 本件担当は取引部下請取引調査室 ⇒ 第一上席取引適正化検査官
（注２） 上記１，２の集中調査の着手件数は、前頁の新規着手件数に内数として含まれ、また、勧告・

指導件数は、次頁の勧告・指導件数に内数として含まれる。

取適法事案の新規着手の状況（続）

〇 特定業種・業界における集中調査の実施
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勧告・指導件数の推移 勧告・指導件数の業種別内訳

（ 注 ） 勧 告 事 案 の 違 反 行 為 類 型 別 の 件 数 内 訳 は 、 不 当 な 経

済 上 の 利 益 の 提 供 要 請 ３ １ 件 （ う ち 金 型 等 無 償 保 管 ２ ６ 件 ）

、 減 額 ６ 件 、 返 品 ６ 件 、 不 当 な 給 付 内 容 の 変 更 等 １ 件 、 買

い た た き １ 件 と な っ て い る 。
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取適法の主な勧告案件
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（注）３９件の勧告のうち、２６件は「金型等」の無償保管に関する内容を含むものであった。ちなみに、金型等無償保管に係る勧告は、令和
５度は３件、令和６年度は９件。
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（参考）中小企業庁における取適法の運用（令和８年６月１０日中小企業庁公表）
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中小企業庁長官から措置請求が
行われた事案９件の概要



（2）「令和７年度価格転嫁円滑化の取組に関する特
別調査」の結果（令和７年１２月１５日）など

37

２．「令和７年度における取適法の運用状況
及び中小事業者等の取引適正化に向けた取
組」（令和８年６月１０日）などを踏まえて
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労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針
（令和５年11月29日公表、令和８年1月1日改正
内閣官房・公正取引委員会）

（参考）独占禁止法Ｑ＆Ａと労務費転嫁指針

取 適 法 ５ 条 ２ 項 ４ 号 （ 協 議 に 応 じ な い 一 方 的 な 代 金 決 定 の 禁 止 ）

委 託 事 業 者 は 、 中 小 受 託 事 業 者 に 対 し 製 造 委 託 等 を し た 場 合

は 、 次 に 掲 げ る 行 為 ・ ・ を す る こ と に よ つ て 、 中 小 受 託 事 業 者 の

利 益 を 不 当 に 害 し て は な ら な い 。

四 中 小 受 託 事 業 者 の 給 付 に 関 す る 費 用 の 変 動 そ の 他 の 事 情 が

生 じ た 場 合 に お い て 、 中 小 受 託 事 業 者 が 製 造 委 託 等 代 金 の 額 に

関 す る 協 議 を 求 め た に も か か わ ら ず 、 当 該 協 議 に 応 じ ず 、 又 は

当 該 協 議 に お い て 中 小 受 託 事 業 者 の 求 め た 事 項 に つ い て 必 要

な 説 明 若 し く は 情 報 の 提 供 を せ ず 、 一 方 的 に 製 造 委 託 等 代 金 の

額 を 決 定 す る こ と 。
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（参考）サプライチェーン全体での価格転嫁・取引適正化の推進に向けた対応



42

３．「令和７年度におけるフリーランス・事業
者間取引適正化等法第２章の運用状況及び
フリーランスに係る取引の適正化に向けた
取組」（令和８年６月１０日）などを踏まえて
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フリーランス・事業者間取引適正化等法（令和６年１１月施行）の目的・概要
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フリーランス・事業者間取引適正化等法第２章の運用状況等
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フリーランス・事業者間取引適正化等法違反行為の行為類型別件数
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4．「独占禁止法に関する相談事例集（令和７
年度）」（令和８年６月１７日）などを踏まえて
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（1）事前相談制度によらない相談 （2）事前相談制度による相談
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事例集掲載相談事例 ９件

相 談 事 例 １
輸 送 用 機 械 の 製 造 販 売 業 者 が 燃 料 の 小 売 業 者 に 値 引

き 原 資 の 提 供 を 行 い 、 値 引 き 効 果 を 検 証 す る 取 組
（ キ ー ワ ー ド ） 不 当 廉 売 、 拘 束 条 件 付 取 引 、 グ リ ー ン 社 会 の 実 現 、
小 売 価 格 引 下 げ の 原 資 補 助 、 輸 送 用 機 械 の 燃 料 の 販 売 に 係 る 実
証 プ ロ ジ ェ ク ト

相 談 事 例 ２

農 産 物 を 原 料 と す る 商 品 の 製 造 販 売 業 者 に よ る 再 生 農
業 の 実 証 実 験 に 係 る 参 加 希 望 者 の マ ッ チ ン グ 及 び 得 ら
れ た 成 果 物 に 係 る 情 報 共 有
（ キ ー ワ ー ド ） 業 務 提 携 、 情 報 共 有 、 グ リ ー ン 社 会 の 実 現 、 再 生 農
業 の 実 証 実 験 、 発 展 段 階 の 市 場 、 事 業 者 の マ ッ チ ン グ

相 談 事 例 ３

金 属 素 材 の 製 造 販 売 業 者 に よ る 海 外 か ら の 原 料 の 共
同 調 達
（ キ ー ワ ー ド ） 共 同 調 達 、 情 報 共 有 、 安 定 供 給 の 確 保 、 サ プ ラ イ チ
ェ ー ン の 強 靱 化 、 鉱 物 資 源 （ 金 属 素 材 の 原 料 ） の 輸 入

相 談 事 例 ４

医 療 用 医 薬 品 製 造 販 売 業 者 が 製 造 販 売 を 終 了 す る 予
定 の 医 療 用 医 薬 品 の 代 替 品 の 供 給 を 確 保 す る た め 情 報
共 有 を 行 う 取 組
（ キ ー ワ ー ド ） 共 同 行 為 、 情 報 共 有 、 安 定 供 給 の 確 保 、 生 産 終 了 予

定 の 医 薬 品 の 代 替 品 の 供 給

＜事業者の活動に関する相談＞

＜事業者団体の活動に関する相談＞

相 談 事 例 ５
事 業 者 団 体 が 価 格 設 定 の 一 般 的 な 方 法 を 会 員 に 紹 介 す る

取 組
（ キ ー ワ ー ド ） 経 営 指 導 、 原 価 計 算 の 一 般 的 な 方 法 、 価 格 転 嫁 対 策 、
金 属 素 材 の コ ス ト 上 昇 、 市 況 連 動 制 の 価 格 算 定 方 式

相 談 事 例 ６
商 品 の 安 全 性 に つ い て 、 事 業 者 団 体 が 自 主 認 証 を 行 い 、

推 奨 マ ー ク を 付 与 す る 取 組
（ キ ー ワ ー ド ） 自 主 認 証 基 準 、 推 奨 マ ー ク 、 一 般 消 費 者 の 生 命 ・ 身 体
の 保 護 及 び 安 全 の 確 保 、 商 品 の 安 全 性 能

相 談 事 例 ７
燃 料 の 製 造 販 売 業 者 を 会 員 と す る 団 体 が 主 導 す る 、 温 室

効 果 ガ ス の 排 出 量 削 減 に 寄 与 す る 新 た な 輸 送 用 機 械 向 け
燃 料 の 先 行 導 入 の た め に 行 わ れ る 、 当 該 燃 料 の 共 同 生 産
等 の 実 施
（ キ ー ワ ー ド ） 共 同 生 産 、 グ リ ー ン 社 会 の 実 現 、 新 燃 料 製 造 ・ 流 通 の
た め の 課 題 検 証 、 発 展 段 階 の 市 場

相 談 事 例 ８
事 業 者 団 体 に よ る 、 会 員 に よ る 需 要 者 へ の 営 業 方 法 の

適 正 化 に 向 け た 指 針 を 作 成 す る 取 組
（ キ ー ワ ー ド ） 営 業 方 法 に 係 る 指 針 の 策 定 、 人 材 確 保 、 価 格 転 嫁 対 策
知 的 財 産 の 保 護 、 労 務 費 の 適 切 な 負 担 、 労 働 環 境 の 改 善

相 談 事 例 ９
事 業 者 団 体 に よ る 、 会 員 の 取 引 先 事 業 者 の 団 体 に 対 し

物 流 効 率 化 に つ い て 理 解 を 求 め る 文 書 の 作 成 及 び 周 知 を
行 う 取 組
（ キ ー ワ ー ド ） 取 引 条 件 明 確 化 の た め の 活 動 、 物 流 の 2 0 2 4 年 問 題
対 策 、 団 体 要 請 文 の 作 成 、 物 流 効 率 化 、 着 荷 主 団 体 へ の 協 力 要 請



52

グリーン社会の実現に向けた事業者等の取組に関する相談３件
相 談 事 例 １

輸 送 用 機 械 製 造 販 売 業 者 X が 、 グ リ ー ン 社 会 の 実 現 に 有 用 な

輸 送 用 機 械 A の 普 及 を 目 的 と し て 、 輸 送 用 機 械 A に 用 い ら れ る 温

室 効 果 ガ ス の 排 出 量 削 減 に 有 効 な 燃 料 α を 販 売 す る 小 売 業 者 ５

社 に 対 し 、 燃 料 α の 小 売 価 格 の 値 引 原 資 を 提 供 し 、 値 引 を 行 う 拘

束 条 件 を 付 け 、 値 引 き の 効 果 を 検 証 す る 実 証 プ ロ ジ ェ ク ト を 実 施

す る 取 組 に つ い て 、 独 占 禁 止 法 上 問 題 と な る も の で は な い と 回 答

し た 事 例

相 談 事 例 ２

農 産 物 を 原 料 と す る 商 品 の 製 造 販 売 業 者 約 1 0 社 が 、 温 室 効 果

ガ ス の 排 出 量 削 減 等 を 目 的 と し て 、 共 同 し て 再 生 農 業 の 実 証 実

験 を 行 う に 当 た り 、 当 該 実 証 実 験 に 係 る 実 施 希 望 地 及 び 生 産 希

望 農 産 物 名 を 外 部 機 関 に 報 告 し 、 当 該 外 部 機 関 が 、 こ れ ら の 情

報 を 集 約 し て 希 望 実 施 地 ・ 希 望 農 産 物 が 合 致 す る 事 業 者 を 実 証

実 験 の チ ー ム と し て マ ッ チ ン グ さ せ 、 得 ら れ た 実 証 実 験 の 成 果 物

に つ い て 、 実 証 実 験 に 参 加 す る 事 業 者 間 で 共 有 す る こ と 及 び 実

証 実 験 に 参 加 し な か っ た 事 業 者 に 対 し て は 合 理 的 な 対 価 に よ り

共 有 す る 取 組 に つ い て 、 独 占 禁 止 法 上 問 題 と な る も の で は な い と

回 答 し た 事 例

相 談 事 例 ７
燃 料 A の 製 造 販 売 業 者 を 会 員 と す る X 協 会 が 、 温 室 効 果 ガ ス の

排 出 量 を 大 幅 に 削 減 す る と い う 特 徴 を 有 す る 新 た な 輸 送 用 機 械

向 け 燃 料 a の 普 及 を 目 的 と し て 、 団 体 主 導 で 、 会 員 が 共 同 で 行 う

、 燃 料 a の 将 来 の 円 滑 な 導 入 拡 大 に 向 け た 製 造 か ら 流 通 に 至 る

ま で の 課 題 発 見 ・ 検 証 機 会 と し て 位 置 付 け ら れ る 先 行 導 入 の た

め 、 ２ 年 限 定 で 燃 料 a の 共 同 生 産 を 実 施 す る 取 組 に つ い て 、 独 占

禁 止 法 上 問 題 と な る も の で は な い と 回 答 し た 事 例

【検 討 対 象 市 場 の 特 定 】

「燃料αの小売販売市場」、「再生農業に係る技術市場と製品市場」

、「燃料ａの製造販売市場」

【競 争 制 限 効 果 は な い 】

・小売価格自体は自由に決定できるから、価格維持効果が生じるお

それはない。

・極端な値引き販売のおそれや、隣接商圏の燃料αの小売業者の事

業活動を困難にさせるおそれはない。

・参加しなかった者に対しても合理的な対価にて成果物を共有する

から、技術市場から排除されない。

・実証実験の作付面積の規模は少なく、製品市場への影響は軽微。

・農家への生産委託に係る価格、生産数量等の重要な競争手段で

ある事項に影響を及ぼす情報は共有しない。

【 競 争 制 限 効 果 は あ る 】

・共同生産参加者の市場シェアは、相当程度高く、かつ、コスト共通

化割合も高いので、競争制限効果あり。

・共同生産実施期間後、会員は、製造・販売について、各自で自由

に決定し、単独で取り組むことから、競争への影響は限定的。

・燃料aの商用化の契機となり、新たな技術や優れた商品を生み出

すなどの競争促進効果が期待できる。

・グリーン社会の実現に資するものであり、目的の合理性が認めら

れ、それに向けて１社が単独で取り組むには難しい状況であること

から、協会主導で、会員共同の取組として行う相当性も認められる。
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安定供給の実現に向けた事業者の取組に関する相談２件

相 談 事 例 ３
金 属 素 材 A の 製 造 販 売 業 者 ４ 社 が 、 海 外 か ら の 輸 入 に 依 存 し て

い る 鉱 物 資 源 α （ 金 属 素 材 A の 原 料 ） の 安 定 供 給 の 確 保 ・ サ プ ラ イ

チ ェ ー ン （ 供 給 網 ） の 強 靱 化 を 目 的 と し て 、 共 同 し て 、 こ れ ま で 輸

入 し た こ と の な い 国 か ら 新 た に 鉱 物 資 源 α の 調 達 を 行 う 取 組 に つ

い て 、 独 占 禁 止 法 上 問 題 と な る も の で は な い と 回 答 し た 事 例

相 談 事 例 ４
医 療 用 医 薬 品 製 造 販 売 業 者 が 、 製 造 販 売 を 終 了 す る 予 定 の 医

療 用 医 薬 品 A に つ い て 、 関 係 省 庁 の 通 知 に 基 づ き 、 他 の 医 療 用 医

薬 品 製 造 販 売 業 者 に 対 し 、 代 替 品 の 供 給 の 確 保 に 向 け た 要 請 及

び 情 報 共 有 を 行 う 取 組 に つ い て 、 独 占 禁 止 法 上 問 題 と な る も の で

は な い と 回 答 し た 事 例

【 検 討 対 象 市 場 の 特 定 】

「鉱物資源αの調達市場」、「金属素材Ａの製造販売市場」、「医

療用医薬品Ａとその代替品の製造販売市場」

【 競 争 制 限 効 果 は な い 】

・４社の鉱物資源αの調達量全体に占める、本件取組による共

同調達割合は約５パーセントで、情報遮断措置を講じる。それ

以外の鉱物資源αの調達については各社が独自に行う。

・４社の国内の金属素材Ａの製造販売市場における合計シェア

は約95パーセントと高く、また、製造コストに占める鉱物資源α

の調達コストの割合（原価率）も約90パーセントと高いが、金属

素材Ａの販売価格は国際指標に準拠するため、価格競争は限

定的であり、かつ、輸送ｻｰﾋﾞｽ等の競争は損なわれない。

・金属素材Ａの製造に係る情報は共有せず、また、販売価格や

販売数量についても、情報共有しない。

【競 争 制 限 効 果 は あ る 】

・医療用医薬品Ａとその代替品の製造販売市場において競争

関係にある事業者間で、年間生産計画等の重要な競争手段に

係る情報を共有するものであり、競争に影響を与える。

・社会公共的な目的に基づくものであり、目的の合理性があり、

かつ、共有される情報の内容も合理的に必要な範囲に限定さ

れているため、手段も相当であり、競争に与える影響は軽微。

（ 参 考 ） 「 （ グ リ ー ン ガ イ ド ラ イ ン 第 １ の ３ ⑵ イ ( ｶ ) 「 共 同

生 産 及 び Ｏ Ｅ Ｍ 」 ） 」

競 争 制 限 効 果 が な い 場 合 は 独 占 禁 止 法 上 の 問 題 と

は な ら ず 、 競 争 制 限 効 果 が 認 め ら れ る 場 合 は 、 取 組 の

目 的 の 合 理 性 及 び 手 段 の 相 当 性 を 勘 案 し つ つ 、 当 該

取 組 か ら 生 じ る 競 争 制 限 効 果 及 び 競 争 促 進 効 果 に つ

い て 総 合 的 に 考 慮 し て 、 競 争 の 実 質 的 制 限 を 生 じ さ せ

る も の で あ る か 否 か を 判 断 す る 。
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相 談 事 例 ５
金 属 素 材 B の 製 造 販 売 業 者 等 を 会 員 と す る X 協 会 が 、 輸 入 価 格 が

上 昇 す る 原 料 β の コ ス ト 上 昇 分 の 、 会 員 に よ る 価 格 転 嫁 を 支 援 す る こ

と を 目 的 と し て 、 原 料 費 の 増 減 と 連 動 す る 価 格 設 定 の 一 般 的 な 方 法

を 会 員 に 紹 介 す る 取 組 に つ い て 、 独 占 禁 止 法 上 問 題 と な る も の で は

な い と 回 答 し た 事 例

相 談 事 例 ８
オ フ ィ ス 向 け 商 品 A の 製 造 販 売 業 者 等 を 会 員 と す る X 協 会 が 、 会 員

の 知 的 財 産 の 保 護 、 労 務 費 の 適 切 な 負 担 及 び 労 働 環 境 の 是 正 を 目

的 と し て 、 会 員 に よ る 需 要 者 へ の 営 業 方 法 の 適 正 化 に 向 け た 抽 象 的

な 推 奨 事 項 を 示 す 指 針 ※ を 作 成 し 、 会 員 に 参 照 し て も ら う 取 組 に つ い

て 、 独 占 禁 止 法 上 問 題 と な る も の で は な い と 回 答 し た 事 例

※ ア コ ン ペ に 提 出 し た 提 案 書 に 盛 り 込 ん だ デ ザ イ ン や ノ ウ ハ ウ の 適 切 な
保 護

イ コ ン ペ に 提 出 し た 提 案 書 の 作 成 に 要 し た デ ザ イ ナ ー の 労 務 費 等 の 適
切 な 負 担 （ ※ 費 用 の 具 体 的 な 水 準 を 示 す も の で は な い 。 ）

ウ 深 夜 ・ 休 日 の 納 入 等 の 是 正

価格転嫁対策に関する相談２件
【 検 討 対 象 市 場 の 特 定 】

「金属素材Ｂの販売市場」、「オフィス向け商品Ａの販売市場」

【 競 争 制 限 効 果 は な い 】

・本件取組における支援ツールの内容は一般的な価格設定

の方法を紹介するものであり、支援ツールを用いる会員ごと

に金属素材Ｂの販売価格を計算する方法や販売価格、また、

価格改定のタイミングは異なるものとなると考えられることか

ら、会員の現在又は将来の価格等重要な競争手段の具体的

な内容について目安を与えるものではない。

・会員が支援ツールを採用するか否かは個社ごとの判断。

・会員に対し、価格や取引条件に関する基準を具体的に示し

たものではなく、会員による需要者への営業方法の適正化に

向けた抽象的な推奨事項を示したものに過ぎず、会員と需要

者との間の個別具体的な取引条件は、各会員が独自に検討

し、個別交渉により決定するものであることから、会員の競争

手段を制限しない。

・Ｘ協会は、本件指針の利用・遵守を会員に強制しない。



5． 「令和７年度における企業結合関係届出等
の状況及び主要な企業結合事例について」
（令和８年６月２４日）などを踏まえて
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（注）「買収に係る対価の総額が400
億円超と見込まれる場合等は公取委
への相談が望まれる（R元．12.17）」
とされる。
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〇 外国企業を当事会社に含む企業結合計画に係る届出の推移
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（令和８年４月２４日公表）

令和７年度に第２次審査に移行した事案（経緯）R7.11.25届出⇒R7.12.25第２次審査開始・公表⇒R8.4.2全ての報告書受理⇒R8.4.24審査終了
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（参考）企業結合審査ガイドライン改定案に対する意見募集(R8.7.17公表 R8.8.31意見提出期限)



ご清聴ありがとうございました

桃尾・松尾・難波法律事務所

アドバイザー（独占禁止法プラクティスグループ）

南部 利之

〒102-0083
東京都千代田区麹町4丁目1番地

麹町ダイヤモンドビル

電 話 03-3288-2080
ﾌｧｸｼﾐﾘ 03-3288-2081

66



67

独占禁止法、取適法、フリーランス法、スマホソフトウェア競争促進法、景表法等に
関する以下の各種業務を取り扱っております。

• 国内外の違反被疑事実に関する社内調査対応、当局による違反事件調査対応
• 独禁法関連訴訟（クラスアクション、差止訴訟、損害賠償請求訴訟等）

• 企業結合規制手続対応
• M&A・業務提携等に関する分析検討

• 契約審査（流通戦略、知財戦略等に基づく取引先との契約交渉、契約締結・履行
等に際しての分析検討、取適法・フリーランス法に則した審査等）

• 広告審査

• 他事業者による違反事案対応（公正取引委員会に対する申告、通告・民事提訴）
• 他事業者からの違反通告事案対応

• 有事対応に関する事後検証（再発防止策、役員責任等）
• コンプライアンス体制・内部統制システム整備
• 適時開示対応
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本セミナーやその他、弊事務所のサービスに
対するご質問や、弊事務所に対して

希望されるサービスやご意見等がございましたら、
下記連絡先宛てにご連絡いただけますよう
お願い申し上げます。

弁護士向 宣明  mukai@mmn-law.gr.jp
弁護士石川由佳子 ishikawa@mmn-law.gr.jp
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